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○置戸町林業・林産業等振興対策事業補助金交付要綱 

令和４年３月７日 

要綱第８号 

（目的及び補助対象事業等） 

第１条 この要綱は、適切な森林整備の推進、地域材の安定供給・利用促進及

び森林資源の循環利用の促進を図るため、木材加工施設整備等及び車両系林

業機械新規購入等に要する経費について、予算の範囲内で補助金を交付する

ことに関して、置戸町補助金等交付規則（昭和４９年規則第６号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１） 車両系林業機械 高性能林業機械（スイングヤーダ、プロセッサ、

ハーベスタ、スキッダ、フォワーダ、タワーヤーダ、フェラーバンチャ、

その他）及び自走可能な林業・林産業に必要とされる機械をいう。 

（２） 新規購入等 導入や更新のための購入をいう。機械の賃貸（リース）

は除く。また、車両本体を含まないハーベスタヘッド等のヘッド部のみの

購入を含むが、ウインチのみの取り付け等は含まない。 

（補助対象事業者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助事業者」という。）

は、次の各号のいずれにも該当し、町税を完納しているものを対象とする。 

（１） 造林・造材・製材業を主として営む法人 

（２） 町内に１年以上事業所等を有しており、操業しているもの 

（３） 補助事業者が、別表第１に掲げるいずれにも該当しないもの 

（４） 補助対象事業の執行に係る法令等の定めによるほか、規則及びこの

要綱の規定を遵守することができるもの 

（補助対象事業及び補助金額等） 

第４条 補助の対象となる事業、補助対象経費、補助率及び補助金限度額は、

別表第２に定めるところによる。 

２ 新規購入等については、国及び道の補助事業を活用しなければならない。

ただし、先に国及び道の補助事業を活用しており、計画目標年に達していな

い等の理由により新たに活用できない場合においては補助の対象とする。 

３ 別表により算出した補助金額に千円未満の端数があるときは、その端数は

切り捨てるものとする。 
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（補助金の交付の制限） 

第５条 補助金の交付は、１補助事業者につき単年度において、同一機種の交

付は１回限りとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、置戸町林業・

林産業等振興対策事業補助金交付申請書（様式第１号）に必要書類を添付し

て町長に提出するものとする。 

２ 購入が新規及び増車又は更新かを判断する基準は、交付申請時の添付書類

とする見積書の下取りの有無で判断する。なお、新規及び増車の際に、購入

する機械等と同種の機械等が既にある場合は、機械等の全景や車体番号等が

分かる写真を添付し、補助後３年間既存の機械等の売払いを禁じるものとす

る。 

（補助対象事業の交付申請前着手） 

第７条 やむを得ない事情により、補助金の交付申請前に当該補助対象事業に

着手する必要があるときは、その理由を具体的に付して、別に定める様式に

より町長に届け出るものとする。 

２ 町長は、前項の規定による届出があった場合には、その事業の目的、内容、

効果、収支、実施時期等を勘案し、交付申請前の事業着手であっても補助金

の目的に合致すること、事業着手がやむを得なかった事情等を十分に審査し

た上で、交付申請を受理するものとする。 

（補助金の交付決定） 

第８条 町長は、交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し適当と

認めたときは、補助金の交付を決定し、置戸町林業・林産業等振興対策事業

補助金交付決定通知書（様式第２号）により補助事業者に通知する。 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は、新規購入等に要する経費の支出等補助事業が完了した

ときは、速やかに置戸町林業・林産業等振興対策事業補助金実績報告書（様

式第３号）に必要書類を添付して町長に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１０条 町長は、前条の実績報告書の提出があったときは、その内容を審査

し適当と認めたときは、補助金の交付額を確定し、置戸町林業・林産業等振

興対策事業補助金の額の確定について（様式第４号）により補助事業者に通

知するとともに、補助金を交付するものとする。 

（補助金の交付決定の取消し及び補助金の返還） 
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第１１条 町長は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の

交付の決定を変更若しくは取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しく

は一部の返還を命ずることができる。 

（１） 補助事業者がこの要綱に違反し、又は補助事業に関し不正行為をお

こなったとき。 

（２） 補助事業者が虚偽又は不正の申請により、補助金の交付を受けたと

き。 

（３） 補助事業者が補助金の交付の条件に違反したとき。 

（４） 補助事業者が補助金の交付決定後に別表第１に掲げるいずれかに該

当すると認めたとき。 

（５） 補助事業の実施が著しく不適当と認められたとき。 

（補助金の変更承認） 

第１２条 補助事業者は、交付決定通知後に次項に該当する変更があったとき

は、別に定める様式により町長に提出するものとする。 

（１） 補助金額の増額又は２０パーセント以上の減額 

（２） 補助事業の中止又は廃止 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は町

長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条、第１１条関係） 

1 暴力団（置戸町暴力団排除条例（平成24年置戸町条例第21号。）第2条第

1号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき。 

2 その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者

をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有するものであるかを問わず、

法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずるもの

と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含み、法人以外の団体

にあっては、代表者、理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。

以下同じ。）が暴力団員等であるとき。 

3 暴力団員等がその事業活動を支配しているとき。 

4 暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用し

ているとき。 
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5 暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与していると

き。 

6 いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対して、

金銭、物品その他財産上の利益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は

積極的に暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与したとき。 

7 業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与して

いると認められる者であることを知りながら、これを利用したとき。 

8 その役員が、自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の利益

を図り、又は第三者に損害を加えることを目的として、暴力団又は暴力団

員等を利用したとき。 

9 その役員が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有し

ているとき。 

別表第２（第４条関係） 

補助対象事業 補助率等 補助限度額 補助限度額 

木材加工施設機械

等整備 

機械の購入費及び機

械購入に係る建物建

設費、構築物設置費、

土地整備費 

購入が新規の場合

は補助対象経費の

1／2以内、更新の

場合は1／3以内。

ただし、国又は道

の補助を受けた場

合は、対象経費か

ら補助額を差引い

た残額の1／4以

内。 

10,000千円。ただ

し、国又は道の補助

を受けた場合はこ

の限りでない。 

高性能林業機械新

規購入等 

機械の購入費 

高性能林業機械に

該当しない車両系

林業機械新規購入

等 

備考 

１ 補助対象経費が１事業当たり１，０００千円以上であること。 

２ 既存施設の取壊し等に係る経費は、補助の対象としない。 

３ 古品古材を事業の対象とする。 


